
労働災害発生状況・労働
災害防止対策について

令和 ７年  ９ 月 

彦根労働基準監督署



滋賀県の労働災害の推移 （コロナ除く）
（平成２０年～令和６年 全産業）
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労働災害発生件数の推移（滋賀局管内
及び彦根署管内・コロナ除く）

244

271

292

327

285

308
320

335

294
309

1359 1354
1342

1403

1376

1408

1439

1503
1518

1498

1000

1100

1200

1300

1400

1500

1600

200

300

400

500

600

700

800

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

彦根署（コロナ除く） 滋賀局（コロナ除く）

彦根署管内は減少続かず増加



彦根署管内全業種及び製造業の事故の型別労働災害発生状況
（令和６年・令和７年７月末時点速報値，コロナ除く。）

全業種 墜落・転落 転倒 激突 激突され
はさまれ・巻
き込まれ

切れ・こすれ
動作の反動・
無理な動作

左記以外 合計

R6.1～R6.7 15 24 11 11 23 9 24 19 136
R7.1～R7.7 21 62 5 11 13 7 14 16 149
増減 +6 +38 -6 0 -10 -2 -10 -3 +13

製造業 墜落・転落 転倒 激突 激突され
はさまれ・巻
き込まれ

切れ・こすれ
動作の反動・
無理な動作

左記以外 合計

R6.1～R6.7 2 6 2 3 19 6 9 7 54
R7.1～R7.7 7 10 0 6 9 4 4 6 46
増減 +5 +4 -2 +3 -10 -2 -5 -1 -8

転倒災害の増加が顕著。
全業種では労災全体の４割を超える。

墜落・転落災害の増加は、
製造業での件数増加が全
業種においても反映。





2025年

6月1日
施行

職場における熱中症対策の強化に関する改正
～事業者に義務付けられる３のこと～

趣 旨 熱中症のおそれのある者の早期発見・重篤化防止

対象作業 WBGT28度以上又は気温31度以上の環境下で
連続1時間以上又は1日4時間を超えて実施が

見込まれる作業

事業者の
３つの

義 務

①報告体制の整備義務 ②対応手順の作成義務

③上記①②の関係作業者への周知義務

要注意！ 体調急変のおそれがあるため体調不良者を1人にしないで！！！

熱中症の自覚症状のある作業者

熱中症のおそれのある作業者の

発見者が

報告するための体制

（熱中症の対応部署や担当者）

をあらかじめ定めること

参考例。実情に応じた作成を！

熱中症のおそれのある者発見
↓
↓

作業離脱、身体冷却
↓
↓

医療機関への搬送 搬送先病院の所在地と連絡先
の事前確認

冷却剤・経口補水液・氷等の
事前確保

事業場内の緊急連絡網の策定

休憩場所の確保



※これはあくまでも参考例であり、現場の実情にあった内容にしましょう。

熱中症のおそれのある者に対する処置の例 フロー図 1

熱中症のおそれのある者を発見

作業離脱、身体冷却

意識の異常等

自力での水分摂取

救急隊要請

医療機関への搬送 経過観察

回復後の体調急変等により症状が悪化するケースがあるため、

連絡体制や体調急変時等の対応をあらかじめ定めておく。

熱中症が疑われる症状例

【他覚症状】
ふらつき、生あくび、失神、

大量の発汗、痙攣 等

【自覚症状】
めまい、筋肉痛・筋肉の硬直

（こむら返り）、頭痛、不快感、

吐き気、倦怠感、高体温 等

「意識の有無」だけで

判断するのではなく、
① 返事がおかしい

② ぼーっとしている

など、普段と様子がおかしい場合も

異常等ありとして取り扱うことが適

当。

判断に迷う場合は、安易な判断は避

け、 ＃7119等を活用するなど専門機

関や医療機関に相談し専門家の指示

を仰ぐこと。

回復回復

回復しない、症状悪化

（単独作業の場合は常に連絡できる状態を維持する）

異常等な

し

できるできない

医療機関までの搬送の間や経過観察中は、一人にしない。

異常等あ

り

令和７年６月現在、救急センター事
業（＃7119）は滋賀県では導入され

ていません！



国内で輸入、製造、使用されている化学物質は数万種類にのぼり、その中には、危険性や

有害性が不明な物質が多く含まれます。化学物質を原因とする労働災害（がん等の遅発性

疾病を除く。）は年間450件程度で推移しており、がん等の遅発性疾病も後を絶ちません。

これらを踏まえ、新たな化学物質規制の制度（下図）が導入されました。

見直し後の化学物質規制の仕組み
（自律的な管理を基軸とする規制）

ポ
イ
ン
ト
！

（順次、ラベル表示・SDS交付の義務化が進められている）

１

２

３



化学物質のリスクアセスメントは
いつ、実施義務がある？（安衛則３４条の２の７）



化学物質管理者の選任
選任が必要な事業場

リスクアセスメント対象物を製造、取り扱い、譲渡提供をする事業場（業種・規模要件なし）

・個別の作業現場毎ではなく、工場、店社、営業所等事業場ごとに化学物質管理者を選任します。

・一般消費者の生活の用に供される製品のみを取り扱う事業場は、対象外です。

・事業場の状況に応じ、複数名の選任も可能です。

2024(R6).4.1施行

（厚生労働省通達の抜粋）衛生管理者の職務は、事業場の衛生全般に関する技術的事項を管理することで
あり、また有機溶剤作業主任者といった作業主任者の職務は、個別の化学物質に関わる作業に従事する労
働者の指揮等を行うことであり、それぞれ選任の趣旨が異なるが、化学物質管理者が、化学物質管理者の職
務の遂行に影響のない範囲で、これらの他の法令等に基づく職務等と兼務することは差し支えないこと。

本規定の「リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱う」には、例えば、リスクアセスメント対象物を取り扱
う作業工程が密閉化、自動化等されていることにより、労働者が当該物にばく露するおそれがない場合であっ
ても、リスクアセスメント対象物を取り扱う作業が存在する以上、含まれること。

（安衛則１２条の５①） 氏名の周知（掲示など）も必要

• ラベル・SDS等の確認、化学物質に関わるリスクアセスメントの実施管理

• リスクアセスメント結果に基づくばく露防止措置の選択、実施の管理

• 化学物質の自律的な管理に関わる各種記録の作成・保存、労働者への周知、教育

• ラベル・SDSの作成（リスクアセスメント対象物の製造事業場の場合）など

職務
内容



化学物質管理者の選任
選任の要件

化学物質の管理に関わる業務を適切に実施できる能力を有する者

2024(R6).4.1施行

リスクアセスメント対象物の
製 造 事 業 場

専門的講習※の修了者または
同等以上の者（告示参照）

リスクアセスメント対象物の
製造事業場以外の事業場

資 格 要 件 な し
（専門的講習等の受講を推奨）

（安衛則１２条の５③）

（厚生労働省通達の抜粋）「厚生労働大臣が定める化学物質の管理に関する
講習」は、厚生労働大臣が定める科目について、自ら講習を行えば足りるが、
他の事業者の実施する講習を受講させることも差し支えないこと。

（厚生労働省通達の抜粋） 「必要な能力を有すると認められ
る者」とは、安衛則第12条の５第１項各号の事項に定める業務
（リスクアセスメントの業務）の経験がある者が含まれること。

（化学物質を
取り扱う事業場 など）

（化学物質を製造する 事業場）

合計 １２時間

等 ： ６時間講習 （学科
のみ） 令和4年9月7日
厚生労働省通達による

免許（衛生工学 or 第一種衛生管理者）
所持者は、３時間の科目免除が可能。

科 目 時間

講

義

化学物質の危険性及び有害性並

びに表示等

２時間

30分

化学物質の危険性又は有害性等

の調査
３時間

化学物質の危険性又は有害性等

の調査の結果に基づく措置等
２時間

化学物質を原因とする災害発生

時の対応
30分

関係法令 １時間

実

習

化学物質の危険性又は有害性等

の調査及び結果に基づく措置等
３時間

化学物質の知識不足、管理
不足も災害要因であるため。



リスクアセスメント対象物かの確認
（有機溶剤・特定化学物質等に該当するのかも併せて確認）

SDSを確認する際には、
まず適用法令を確認し、
有機溶剤・特定化学物
質等の個別で規制され
ている物質か、そして、
リスクアセスメント対
象物かを確認し、該当
の場合、必要な対応を
行う。



化学物質を事業場内で別容器等で
 保管する際の措置の強化

安衛法第57条で譲渡・提供時のラベル表示が義務付けられている化学物質

（ラベル表示対象物）について、譲渡・提供時以外も、以下の場合はラベル表示・文書の交付

その他の方法で、内容物の名称やその危険性・有害性情報を伝達しなければなりません。

• ラベル表示対象物を、他の容器に移し替えて保管する場合

• 自ら製造したラベル表示対象物を、容器に入れて保管する場合

2023(R5).4.1施行 （安衛則３３条の２）

（厚生労働省通達の抜粋）本規定は（中間略）保管を行う者と保管された対象物を取り扱う者が異
なる場合の危険有害性の情報伝達が主たる目的であるため、対象物の取扱い作業中に一時的に
小分けした際の容器や、作業場所に運ぶために移し替えた容器にまで適用されるものではないこと。

小分け缶、小分け容器に表示がなく、
取り扱い時の注意事項がわからず、
災害が発生しているため。

要表示

その他の方法：使用場所への掲示など



制度の内容・職場の化学物質管理
に関する相談窓口

職場における化学物質管理に関する労働安全衛生法に基づく以下のような相談にお応えする窓

口を設置しています。

・ラベル表示 ・安全データシート（SDS）・化学物質のリスクアセスメント

・ばく露防止措置 ・新たな化学物質規制への対応

事業者のための化学物質管理無料相談窓口（テクノヒル株式会社 化学物質管理部門）

電 話 050-5577-4862

受付時間 平日 10:00～17:00（12:00～13:00を除く）

※ 土日祝日・国民の休日・年末年始を除く

開設期間 2025年5月19日～2026年３月18日（以降の開設期間とお問い合わせ先は未定）

メールでのお問い合わせも受け付けています。

詳しくはテクノヒル株式会社のウェブサイトをご覧ください。

https://www.technohill.co.jp/telsoudan/

厚生労働省の
委託事業

・法令について不明点があれば、彦根労
働基準監督署または滋賀労働局にお問い
合わせください。



リスクアセスメントのすすめ

職場の潜在的な危険性や有害性を見つけ出し、これを除去、低減して、労働災害を未然に防ぐための手法。

労働災害発生の背景には、ヒヤリハットや不安全行動、不安

全状態がありますが、それを示したものがハインリッヒの法則

（右図）です。

１の重大災害の背景には、29の軽傷災害、300のヒヤリハッ

トと無数の不安全行動や不安全状態が存在します。

ヒヤリハット報告を導入している事業場もあると思いますが、

ヒヤリ、ハッとしない不安全行動や不安全状態は解消されてい

るでしょうか。報告漏れはないでしょうか。

リスクアセスメントは指針が定められており、労働災害が発

生した時だけでなく、新規の設備を導入した時や作業手順を変

更したとき等も行うこととしています。

事故やヒヤリハットが実際に発生してからではなく、継続的

に事業場の危険性や有害性のリスクを除去、低減することで、

リスクが表面化する前に災害の目を摘むことができます。

リスクアセスメントの重要性

重大災害 １

軽傷災害 29

ヒヤリハット 300

不安全行動・不安全状態

15



リスクアセスメントの手順

①危険性・有害性の特定

②危険性・有害性ごとのリスクの見積もり

③リスク低減のための優先度の設定・リスク低減措置内容の検討

④リスク低減措置の実施

手順

• 災害の発生可能性と重大性からリスクレベルを見積もる方法です。

リスクの見積もりはリスク低減措置内容の検討でも行い、リスクが下がったことを確認します。

リスクの見積もり例

災害の発生可能性

可能性ランク 記号

かなり起こる（３ヶ月に１回程度） ×

たまに起こる（年に１回程度） △

殆ど起こらない（１０年に１回程度） ○

災害の重大性（ケガの大きさ）

重大性ランク 記号

極めて重大（死亡・重傷） ×

重大（休業災害） △

軽微（不休災害） ○

16



リスクアセスメントの手順

• リスク低減措置は次の順に検討してください。

①設計や計画の段階における危険な作業の廃止、変更など

②インターロックの設置などの工学的対策

③マニュアルの整備などの管理的対策

④個人用保護具の使用

リスク低減措置の優先順

位

• ライオンと人の例えが有名ですのでご紹介します。

①ライオン（一般的には危険な生物）を別の小動物に置き換えると、危険性が下がります。

②ライオンが必要な場合でも、首輪をつける、柵を設ける等で人との境を作り、危険性を下げます。

③柵を設けても掃除や餌やりで近づく必要がありますので、掃除や餌やりの手順書、ルールを整備します。

④首輪が外れる等でライオンと接触する可能性が残りますので、万一に備えて保護具をつけて作業します。

• この順番を守らなければ、せっかくの対策が台無しです。教育をしたから危険な機械を使っても大丈夫と

いうわけにはいきません。対策は物から人という流れを遵守してください。

優先順位の理由

17



リスクアセスメント実践

次の例でリスクアセスメントを実施してみてください。

ちなみにですが、リスクアセスメントの正解は１つではありません。

電球が切れたので、事務所の端に置いてあった脚立で電球交換作業をしようとしました。

他の人は忙しそうだったので、一人で作業することにしました。

電球交換は気づいた人がすることになっており、特にルールは決められていませんでした。

４段脚立の３段目からでは作業がしにくく、一番上の天板に乗ることにしました。

６段ほどの脚立は事務所から５０ｍほど離れた倉庫にあったと思いますが、取りに行くのが面倒でした。

会社には脚立以外に高いところの作業に使えるものはありませんでした。

脚立の天板に電球を外したところ、バランスを崩して脚立から墜落しました。

よく見てみると脚立の脚部滑り止めが一部欠けていたようです。

脚立は半年に１回点検することにしていましたが、記録はつけていませんでした。

事例）脚立を使って電気を交換していたときに墜落

18



リスクアセスメント実践

災害の発生可能性

可能性ランク 記号

かなり起こる（３ヶ月に１回程度） ×

たまに起こる（年に１回程度） △

殆ど起こらない（１０年に１回程度） ○

災害の重大性（ケガの大きさ）

重大性ランク 記号

極めて重大（死亡・重傷） ×

重大（休業災害） △

軽微（不休災害） ○

①危険要因の洗い出し ②現状の対策

③リスク ④評価

④リスク低減対策
（再発防止対策）

⑤対策後
リスク

⑥対策
後評価

可能
性

重大
性

リスク
レベル

可能
性

重大
性

リスク
レベル

リスクの見積り リスクレベル リスクの評価（判定） リスクへの対応

×× ５ 極めて大きい（受け入れ不可能） 受け入れ不可能なリスクであり、即座に他の作業方法に変更する必要がある。

×△、△× ４ かなり大きい（受け入れ不可能） 受け入れ不可能なリスクであり、抜本的な対策を実施する必要がある。

○ × 、 × ○ 、
△△

３ 中程度（受け入れ不可能） 受け入れ不可能なリスクであり、何らかの対策を実施する必要がある。

○△、△○ ２ かなり小さい（許容可能）
許容可能なリスクであり、現時点では特に対策を実施する必要がない。（残留リスクあ
り）

○○ １ 極めて小さい（受け入れ可能） 受け入れ可能なリスクであり、対策の必要がない。（残留リスクあり）

19



リスクアセスメント実践

災害の発生可能性

可能性ランク 記号

かなり起こる（３ヶ月に１回程度） ×

たまに起こる（年に１回程度） △

殆ど起こらない（１０年に１回程度） ○

災害の重大性（ケガの大きさ）

重大性ランク 記号

極めて重大（死亡・重傷） ×

重大（休業災害） △

軽微（不休災害） ○

①危険要因の洗い出し ②現状の対策

③リスク ④評価

④リスク低減対策
（再発防止対策）

⑤対策後
リスク

⑥対策
後評価

可能
性

重大
性

リスク
レベル

可能
性

重大
性

リスク
レベル

リスクの見積り リスクレベル リスクの評価（判定） リスクへの対応

×× ５ 極めて大きい（受け入れ不可能） 受け入れ不可能なリスクであり、即座に他の作業方法に変更する必要がある。

×△、△× ４ かなり大きい（受け入れ不可能） 受け入れ不可能なリスクであり、抜本的な対策を実施する必要がある。

○ × 、 × ○ 、
△△

３ 中程度（受け入れ不可能） 受け入れ不可能なリスクであり、何らかの対策を実施する必要がある。

○△、△○ ２ かなり小さい（許容可能）
許容可能なリスクであり、現時点では特に対策を実施する必要がない。（残留リスクあ
り）

○○ １ 極めて小さい（受け入れ可能） 受け入れ可能なリスクであり、対策の必要がない。（残留リスクあり）



彦根署管内全業種及び製造業の事故の型別労働災害発生状況
（令和６年・令和７年７月末時点速報値，コロナ除く。）

全業種 墜落・転落 転倒 激突 激突され
はさまれ・巻
き込まれ

切れ・こすれ
動作の反動・
無理な動作

左記以外 合計

R6.1～R6.7 15 24 11 11 23 9 24 19 136
R7.1～R7.7 21 62 5 11 13 7 14 16 149
増減 +6 +38 -6 0 -10 -2 -10 -3 +13

製造業 墜落・転落 転倒 激突 激突され
はさまれ・巻
き込まれ

切れ・こすれ
動作の反動・
無理な動作

左記以外 合計

R6.1～R6.7 2 6 2 3 19 6 9 7 54
R7.1～R7.7 7 10 0 6 9 4 4 6 46
増減 +5 +4 -2 +3 -10 -2 -5 -1 -8

転倒災害の増加が全業
種・製造業ともに顕著。



彦根署管内令和７年転倒災害統計
（令和７年７月末時点）

24人
25人
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5人 5人
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すべり つまずき 踏み外し もつれ等 その他の転倒

転倒災害 転倒原因別

すべり・つまづきによる
転倒が大部分を占める。



彦根署管内令和７年転倒災害統計
（令和７年７月末時点）

骨折

46人74%

打撲

7人11%

創傷

5人8%

関節の障害

4人 7%

全業種転倒災害 傷病性質

骨折 打撲 創傷 関節の障害
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2か月以上
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3か月以上

全業種転倒災害休業見込期間

休業４日以上となる転倒災害では、骨折に至っている
事例が非常に多い。
そして、６割以上が１か月以上の休業を伴う。



彦根署管内令和７年転倒災害統計
（令和７年７月末時点）
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全業種転倒災害 年代別

男性

27人
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35人

全業種転倒災害 男女比

５０代以上の労働者で約８割を占めている。
男女比を確認すると、比較的女性に多い。



転倒災害防止のポイント



転倒災害防止のためのチェックシート（滋賀労働局作成）



取り組み事例①

➢ 階段の通行ルールを表示して手すりの

使用を勧奨している例

➢ 踏み面端部に砂を混ぜた塗料を塗るこ

とにより 、耐滑性を高めている例



取り組み事例②

➢ 事務所出入口に防滑マットを敷いてい

る例

➢ 段差箇所を黄色で目立たせ、注意喚起

の表示を行っている例



取り組み事例③

➢ 通路のＬ字コーナーにミラーを設置
している例

➢ 出入口の通行ルールを定めて表示を

行っている例

大阪労働局 安全の見える化事例集より



職場における腰痛予防対策指針

（抜粋）重量物の取り扱い

・重量物の取り扱いについては
機械による自動化や台車・昇降
装置などの使用により省力化を
図る。

・機械を使わず人力によってのみ作業をす
る場合の重量は、男性（満18歳以上）は
体重の概ね40%、女性（満18歳以上）は
男性が取り扱う重量の60%程度とする。

例  男性で体重が60kgの場合は荷の重量
24kgまで。女性で体重が50kgの場合は、
荷の重量12kgまで。原則は、機械による
自動化や、台車の使用による省力化を。



安全衛生対策について

個別に相談したいときは （無料）



令和７年度滋賀県産業安全の日



滋賀県産業安全の日無災害運動
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